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会社概要会社概要

 創業

 設立

 従業員数

 営業所数

 連結対象会社数

 連結売上高

 当社株主帰属当期純利益

（※2010年4月1日現在）
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1858年

1949年12月1日

4,368人（単体） ※

国内15店 海外133店 ※

408社（2010年9月末現在）

10.3兆円（09年度実績）

1,282億円（09年度実績）
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新社長について新社長について

2010年4月1日に、岡藤正広が代表取締役社長に就任致しました。

1974年4月

2002年4月

2002年6月

2004年4月

2004年6月

2006年4月

2009年4月

2010年4月

伊藤忠商事株式会社入社

ブランドマーケティング事業部長

執行役員就任

常務執行役員就任 繊維カンパニープレジデント

代表取締役 常務取締役就任

代表取締役 専務取締役就任

代表取締役 副社長就任

現職に就任

 挑戦と変革を加速し、収益力の更なる強化を図る。

 自由闊達、「個」の力を最大限発揮できる風土を醸成する。

 「現場力」の再強化

 挑戦と変革を加速し、収益力の更なる強化を図る。挑戦と変革を加速し、収益力の更なる強化を図る。

 自由闊達、「個」の力を最大限発揮できる風土を醸成する。自由闊達、「個」の力を最大限発揮できる風土を醸成する。

 「現場力」の再強化「現場力」の再強化
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連結対象会社 408社（2010年9月末現在）

海外現地法人

＆事業会社
94社

連結対象会社

36社

連結対象会社

40社

連結対象会社

38社

金属・ｴﾈﾙｷﾞｰ

ｶﾝﾊﾟﾆｰ

情報通信・

航空電子ｶﾝﾊﾟﾆｰ

機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ

総本社

連結対象会社

22社

繊維ｶﾝﾊﾟﾆｰ

連結対象会社

60社

食料

ｶﾝﾊﾟﾆｰ

連結対象会社

45社生活資材・化学品

ｶﾝﾊﾟﾆｰ

連結対象会社

45社

伊藤忠

欧州

伊藤忠

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

事業会社

事業会社

伊藤忠商事伊藤忠商事

総本社総本社

連結対象会社

28社

金融・不動産

保険・物流ｶﾝﾊﾟﾆｰ

会社組織図会社組織図

4
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過去の中期経営計画の基本思想過去の中期経営計画の基本思想

5

98

21世紀の成長に向けた
新経営パラダイムの構築

G-98
97

00

・低効率経営からの脱却
・21世紀への飛躍に向けたチャレンジG-2000

99

02

新しい伊藤忠グループを目指し、
攻撃と実行を軸においた変革

A&P-2002
01

04

Super A&P戦略推進による
収益力と財務体質の強化

Super A&P-2004
03

08
世界企業を目指し、挑むFrontier + 2008

07

10
世界企業を目指し、未来を創るFrontier e 2010

09

06
攻めへのシフトと守りの堅持Frontier - 2006

05

経営改善策

経営改革
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財務体質の改善財務体質の改善

6

GlobalGlobal--20002000 A&PA&P--20022002 Super A&PSuper A&P--20042004 FrontierFrontier--20062006 FrontierFrontier + + 20082008 FrontierFrontier ee 20201010
（見通し）

(億円) (倍)



©

当社株主帰属当期純利益及び当社株主帰属当期純利益及びROEROE推移推移

7

（億円）

（年度）

（見通し）
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9

14

18 18.5

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度

配当実績配当実績

（注） 配当総額÷当社株主帰属当期純利益

18.5% 17.8%17.7%13.0%12.5%9.8%連結 配当性向 （注）

8

（単位：円）

15

18
（予定）
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単元株式数の変更について単元株式数の変更について

（ご参考）

上記変更に伴い、2010年4月1日より東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋
証券取引所、札幌証券取引所及び福岡証券取引所における売買単位も1,000株
から100株に変更されております。

1. 変更の内容

2. 変更の目的

3. 変更日

1,000株 → 100株

当社株式の流動性の向上、及び投資家層の拡大を図るため

2010年4月1日
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ブランドマーケティングビジネス

（市場規模：兆円） （当社株主帰属当期純利益：10億円）

（年度）

（未
公
表)

インポート

事業会社

運営

自社所有

商標

ビジネスモデル：繊維ビジネスモデル：繊維

11

ライセンス

（未
公
表)

（見通し）



©

自動車・建機

プラント・船舶

投資 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

北米

(Multiquip)

IPP

中南米

ヨーロッパ・CIS

中東・アフリカ

Photo

Desalination

ビジネスモデル：機械ビジネスモデル：機械

12

Sonartrach

アジア・大洋州

HITACHI 
Construction 

Machinery

Desalination



©

IT サービス

産業機械・電子機器航空宇宙

モバイル メディア・ネット

ビジネスモデル：情報通信・航空電子ビジネスモデル：情報通信・航空電子

13
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石油/ガス LNG 鉄鉱石 石炭 アルミナ

アゼルバイジャン

原油 ： 820 千B/D

英領・北海

原油 ： 37 千B/D

注 : 数値は各プロジェクトの総生産量
( 単位:  T/Y = トン/年 , B/D = バレル/日 )

NAMISA
鉄鉱石 ： 38mil T/Y (2013年)

(拡張中)

アルジェリア

天然ガス： 5.3mil T/Y

サハリン I （Phase Ｉ）
原油 ： 250 千B/D (2007)

天然ガス ： 1.7mil T/Y (2008)

ビジネスモデル：金属・エネルギービジネスモデル：金属・エネルギー

14

メキシコ湾

天然ガス ： 0.5mil T/Y

原油 ： 1.2 千B/D

オマーン

OLNG ： 6.4mil T/Y QLNG ： 3.3mil T/Y

カタール

ラスラファン ： 6.6mil T/Y

ナミビア

IMEA (ITOCHU Minerals & 
Energy of Australia Pty Ltd.)
鉄鉱石 ： 155mil T/Y（拡張中）

石炭 ： 40mil T/Y

アルミナ ： 3.5mil T/Y（拡張中）

原油 ： 6 千B/D（ビクトリア）

写真協力：BHP Billiton

天然ガスプロジェクト

ウランプロジェクト
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取扱商品

戦略投資先 (製造業)

中間体基礎化学品

自動車、電器、

包装材、建材

塗料、接着剤、医薬

農業

精密・機能化学品

<無機化学品>

<有機化学品>

PTA/PET
ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑ / 

ﾅｲﾛﾝ6

ベンゼン
トルエン
キシレン
メタノール
エタノール

硫酸硫黄

<合成樹脂>

販売市場:

精密化学品

医薬品

包材

電子材料

エンプラ

タキロン㈱

伊藤忠プラスチックス㈱

伊藤忠ｹﾐｶﾙﾌﾛﾝﾃｨｱ㈱

PE/PP/PVC

Brunei 
Methanol  
(ブルネイ)  

2010年4月 ~

寧波三菱化学

(中国)

2007年2月 ~

繊維

ITOCHU PLASTICS 
PTE（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

シーアイ化成㈱

ビジネスモデル：化学品ビジネスモデル：化学品

15

伊藤忠グループ
による卸機能
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住宅資材

紙・パルプ

ゴム・タイヤ

• 北米におけるPrimeSource社 （ネジ・釘卸大手）の事業展開

• 北米及び国内における住宅資材関連事業の競争優位性の確立

• セニブラを核としたパルプ生産及び他サプライヤーからの調達を組み合わせ、
世界No.1 パルプトレーダーとしての地位を確立

• 森林認証取得植林の利用による環境への配慮

ビジネスモデル：生活資材ビジネスモデル：生活資材

16

• インドネシア及びタイにおけるパートナーとの事業拡大により天然ゴム生産にお
ける世界シェアを13%から20%に向け加工事業の拡大・強化

• 英国及びロシアにおけるタイヤ販売会社のValue Chainの拡大
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(市場規模: 兆円) (当社株主帰属当期純利益: 10億円）

特殊要因を除いた当社株主帰属当期純利益

(食料カンパニー)

Upstream
食料原料の調達食料原料の調達

Midstream
製造製造 & & 加工加工

Downstream
流通流通 & & リーテイルリーテイル

不二製油

伊藤忠飼料

ﾌﾟﾘﾏﾊﾑ

CGB

QTI

Oilseeds

伊藤忠製糖

・世界各地からの原料の調達と供給

・原料を加工、精製、中間製品を製造

・全国規模かつ全温度帯をｶﾊﾞｰする物流網

洋華堂

BIC

上海中鑫

日本 中国

米国

（年度）

ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ

日本アクセス

伊藤忠食品

・高付加価値原料開発

・サプライチェーンの構築

・確立された小売ビジネスモデル

COFCO

ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ
ﾁｬｲﾅ

不二製油ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾌﾟﾘﾏﾊﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ

（推
定
）

EGT

頂新ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

頂盛

ビジネスモデル：食料ビジネスモデル：食料

17

黒龍江省

農墾総局

康師傳

龍大食品ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（推
定
）

（推
定
）

(見通し）
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物流分野

物流ソリューション事業
自動車物流事業
海運サービス事業
流通インフラ・ファンド事業
物流インフラ開発事業

金融分野

金融市場営業
法人ソリューション事業
金融サービス事業

保険分野

保険仲介事業
グローバル・リスク・ソリューション事業
信用保証事業

建設不動産分野

開発関連事業
ソリューション事業
ＰＦＩ事業
資機材斡旋

ITOCHU Finance Corporation
伊藤忠ファイナンス株式会社

18

ビジネスモデル：金融・不動産・保険・物流ビジネスモデル：金融・不動産・保険・物流
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開発治療 製造販売 流通
病院・患者
向けサービス

CSO・PETセンター運営支援

医療機器

医薬品

医療機器の輸入・販売

医療機器の開発・製造・販売

医療材料のSPD受託・病院支援

予防

CRO

医療機器の開発・製造・販売

健康管理支援

(100%)

（ ） 内は伊藤忠持分

(30%)

(36.8%)

(100%)

(100%)

(100%)

(100%)

19

ビジネスモデル：ヘルスケアビジネスモデル：ヘルスケア

マーケティング支援 (41.5%)
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新規新規
プロジェクトプロジェクト

太陽電池製造装置販売・太陽電池製造装置販売・
関連部材トレード、製造事業関連部材トレード、製造事業

既存既存
サプライヤーサプライヤー

薄膜太陽電池メーカー薄膜太陽電池メーカー

結晶系太陽電池結晶系太陽電池
セル・モジュールメーカーセル・モジュールメーカー

アメリカ

ノルウェー/ドイツ/チェコ/フランス

大規模太陽光大規模太陽光
発電事業発電事業

（ソーラーバーク）（ソーラーバーク）

(37.5%)

(43%)

(100%) (85%)

(40.4%)

(84.7%)

システムインテグレーター（SI)

住宅分野用発電住宅分野用発電

公共施設用発電公共施設用発電

商業施設用発電商業施設用発電

ノルウェー

(4.6%)

ポリシリコンポリシリコン インゴット／ウェーハインゴット／ウェーハ セル／パネルセル／パネル システムシステム アプリケーションアプリケーション

20

（ ） 内は伊藤忠持分

イタリア

ギリシャ

日本エコシステム

ビジネスモデル：ソーラーバッテリービジネスモデル：ソーラーバッテリー
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1.57倍

10,984

17,261

54,768

2010年3月末

実績

1,282

363

1,474

9,244

103,068

2009年度

通期実績

1.54倍

11,194

17,229

54,598

2010年9月末

実績

1,030

377

1,159

5,053

56,688

2010年度

上期実績

1

△0.03ポイント

+210

△32

△171

前年度末比

増減

+476

+169

+622

+653

+8,668

前年同期比

増減

10,8004,400売上総利益

58,00054,617総資産

2011年3月末

見通し

2009年9月末

実績

21,00018,367ネット有利子負債

1,600553当社株主帰属当期純利益

650208持分法投資損益

2,600537営業利益

1.75倍1.8倍ネットDER

12,00010,072株主資本（当社株主帰属分）

115,00048,020売上高

2010年度

通期見通し

2009年度

上期実績

決算概況決算概況

（単位：億円）

22
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決算概況決算概況 --セグメント別当社株主帰属当期純利益セグメント別当社株主帰属当期純利益--

1,600

▲460

50

270

200

1,150

100

80

210

通期見通し

2010年度

553

▲121

23

185

81

261

12

40

71

上期実績

2009年度

+476

+44

△22

△31

+57

+369

+34

+25

△0

増減

前年同期比

1,282

▲124

▲42

278

193

657

60

37

224

通期実績

69%139生活資材・化学品

55%629金属・エネルギー

46%46情報通信・航空電子

81%65機械

34%71繊維

57%154食料

上期実績
進捗率

2010年度

4%2金融・不動産・保険・物流

64%1,030合計

-▲76その他及び修正消去

（単位：億円）
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Frontiere 2010
～世界企業を目指し、未来を創る～

基本方針
世界経済の激変を踏まえ、足元を見直し挑戦と変革を続け、
「魅力溢れる世界企業」に向かって着実に前進する。

Frontier の右肩に添えた“e”には“Enhance” の意味を込めている。
Frontier+ 2008 で掲げた「世界企業」の実現に向けて、

経営の質を高め、社員ひとりひとりの能力を高め、会社の魅力を高めていく。

25

20092009～～20102010年度中期経営計画年度中期経営計画 --基本方針基本方針--
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Frontiere 2010
～世界企業を目指し、未来を創る～

収益基盤の
拡充

世界人材戦略の
本格展開

財務体質の強化・
リスクマネジメントの高度化

経営システムの
進化

重要施策

20092009～～20102010年度中期経営計画年度中期経営計画

26
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L-I-N-E-sの継続、更なる強化
・Frontiere 2010 においては、「ライフケア」、「環境・新エネルギー」分野に注力。

・環境・新エネルギー分野においては、「太陽光」、「蓄電池」、「水関連」分野に重点的に取組む。

開発担当役員（LINEs分掌）

総本社
開発組織

開発戦略室

ライフケア事業推進部

ソーラー事業推進部

先端技術戦略室

繊維co. 機械co.

情報通信・
航空電子

co.

金属・
エネルギー

co.
生活資材・
化学品co. 食料co.

金融・
不動産

保険・物流
co.

総本社
開発組織

組織体制
・開発担当役員（LINEs分掌）の新設

・ソーラー事業推進部の新設
・ライフケア事業推進部の強化

未来の収益を支える L-I-N-E-s

s: synergy

L
Life Care
医療関連・

健康関連ビジネス

I
Infrastructure

機能インフラ（IT・LT・FT）／

社会インフラ関連ビジネス

N
New Technologies

& Materials
先端技術（バイオ・ナノ他）

E
Environment

& New Energy
環境・新エネルギー

収益基盤の収益基盤の拡充拡充 －－ 新規事業新規事業の発掘・構築の発掘・構築

27
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海外事業損益
・2009年度 海外事業損益は、全社連結純利益の60%以上を目指す

・非資源分野における案件開発・収益化
・既存事業の収益を改善

地域戦略
・重点地域、注力地域を継続

重点地域： 北米、中国、アジア
注力地域： 豊富な資源を持つ成長国

当社グループが強みを持つ国

海外地域別 取込損益 推移 （十億円）

0

200

400
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04実績 05実績 06実績 07計画 08計画

大洋州

CIS

北米

中国

アジア

その他

元データ（保管用）

海外事業損益＝海外現地法人・支店＋海外事業(実質海外事業を含む) 

海外地域別 取込損益 推移 （十億円）

44.7 

54.8  51.2 

67.5 
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0.0 
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100.0 

0
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2,500

05実績 06実績 07実績 08実績 09計画

海外事業損益（億円）

海外事業損益 連結純利益 海外事業損益／連結純利益（%）

収益基盤の収益基盤の拡充拡充 －－ 海外展開の更なる加速海外展開の更なる加速
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事業会社政策
・既存事業会社の収益拡大とグレードアップ
・事業会社モニタリングの強化と有効な経営資源配分の推進

セグメント戦略と資産の入替
・ROA、RRI、利益規模、成長性の4項目によるセグメントのモニタリング

・セグメントの強み・弱みやポートフォリオ構成を多角的に把握し、最適な資産配分や入替を行うことで、
効率的且つ安定した収益基盤を構築

ROA
2.0%

RRI
8.0%

利益規模 成長性

効率的で力強い
収益基盤の構築

4項目によるモニタリング
戦略的な
資産の入替

メリハリのある
経営資源の配分

収益基盤の収益基盤の拡充拡充 －－ 基礎収益力の強化基礎収益力の強化
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厳選した新規投資の実行
・2009年度の新規投資額はネット1,000～1,500億円、グロス 2,000億円程度
・保有意義の低い既存資産のEXITにより、資産入替を着実に実行
・3分野（資源エネルギー関連、生活消費関連、その他の分野）の中長期的なバランスを意識した投資配分

07‐08年度

07‐08年度

07‐08年度

09年度

09年度

09年度

その他の分野

生活消費関連

資源エネルギー関連

収益基盤の収益基盤の拡充拡充 －－ 投資方針投資方針
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財務体質の強化
・財務規律を堅持し、主要財務比率を改善
 2009年度末までに、ネットDER 2倍未満（SFAS160未適用ベース）を回復
 リスクアセットの増加を、連結株主資本の増加額以下に抑える財務規律を堅持

・海外グループ金融の整備、グローバルな資金管理へ展開

5,089 7,244 8,926 9,735 8,494 9,500

18,911 17,243 16,309
16,545

17,568
19,000

44,835
48,098

52,886 52,742 51,921
55,000

3.72 

2.38 
1.83  1.70  2.07  2.00 
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04年度

実績

05年度

実績

06年度

実績

07年度

実績

08年度

実績

09年度

計画

10年度

イメージ

11年度

イメージ

連結BS（億円）

株主資本 ネット有利子負債 その他 NET DER（倍）

リスクマネジメントの高度化
・集中リスク管理の継続
・統合リスクマネジメント
（ERM）への展開

経営システムの進化
・CSRの推進

・コーポレートガバナンスの強化
・内部統制の徹底
・業務改革
（ITOCHU DNAプロジェクト）の継続

財務戦略・リスクマネジメント・経営システム財務戦略・リスクマネジメント・経営システム
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世界人材戦略を人材戦略の中心に据え、「人材の確保」と「グループマネジメント人材の育成・創出」に重点的に取組む。

「人材の確保」
・全世界共通の採用インフラの整備
・各拠点の状況を踏まえた採用活動

GTEC: Global Talent Enhancement Center
世界人材・開発センター

日 本

本社人事部

北 米

GTEC
ニューヨーク

アジア

GTEC
シンガポール

中 国

GTEC
上海

欧 州

GTEC
ロンドン

他地域

各地域
人事部

世界人材戦略
GTEC本部（東京本社）

「グループマネジメント人材の育成・創出」
・グローバルマネジメント人材開発プログラムの開発・実施
・海外ブロック社員の本社（東京・大阪）への派遣（1～2年）

・海外ブロック社員の役職者への登用

世界人材戦略の本格展開世界人材戦略の本格展開
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株主還元株主還元

配当の基本方針

当社は、成長戦略に向けた内部留保による株主資本の充実、会社競争力の維持・強化を図ると
ともに、株主配当金につきましては、業績も勘案のうえ、安定的かつ継続的な利益還元を行うこと
を基本方針としております。

2010年度の利益配分について

当年度の中間配当として1株につき9円を実施致します。
尚、期末における1株当たり配当金につきましては9円（中間配当金と合わせ、年間18円）を予定しております。

9
14

18 18.5
15

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度

（予定）

18
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見通しに関する注意事項

本資料に記載されている当社の計画、戦略、見通し及びその他の歴史的事実でないものは、
将来に関する見通しであり、これらは、現在入手可能な期待、見積り、予想に基づいています。
これらの期待、見積り、予想は、経済情勢の変化、為替レートの変動、競争環境の変化、係争
中及び将来の訴訟の結果、資金調達の継続的な有用性等多くの潜在的リスク、不確実な要素
、仮定の影響を受けますので、実際の業績は見通しから大きく異なる可能性があります。従っ
て、これらの将来予測に関する記述に全面的に依拠することは差し控えるようお願いいたしま
す。また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づきこれらの将来予測を更新する義務を負
うものではありません。

34

※本資料の一部あるいは全体の複製および無断転載を禁じます。




